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告    示 
 

那覇市告示第１２０号  

平成２０年１２月９日  

掲 示 済  

 

兼用工作物の協議内容の公示について（公園管理室） 
 

都市公園法（昭和３１年４月２０日法律第７９号）第５条の２第１項の規定によ

る協議が成立したので、同条第２項の規定に基づき公示する。 

その関係図書は、那覇市建設管理部都市施設管理センター（公園管理室）におい

て、一般の縦覧に供する。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

 

記 

 

場 所：那覇市古波蔵４丁目地内 

工作物：漫湖公園内公園施設と古波蔵雨水ポンプ場との兼用工作物 

 

 

 

 

 

那覇市告示第１２２号  

平成２０年１２月１１日  

掲 示 済  

 

那覇広域都市計画用途地域の変更について（都市計画課） 
 

都市計画法（昭和43年法律第100 号）第 21条第２項の規定において準用する同

法第19条第１項の規定により、那覇広域都市計画を変更したので、同法第21条第

２項の規定において準用する同法第 20 条第１項の規定により、次のとおり告示し、

同条第２項の規定により、当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供する。 

 

那覇市                 

上記代表者 那覇市長 翁 長 雄 志  

 

 

１ 都市計画の種類 

那覇広域都市計画用途地域（龍潭線沿道地区） 
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２ 都市計画を定める土地の区域 

変更する部分 

那覇市首里池端町及び首里大中町１丁目、首里当蔵町１丁目、首里当蔵町

２丁目、首里当蔵町３丁目、首里真和志町１丁目、首里真和志町２丁目、

首里山川町１丁目の各一部 

 

３ 縦覧場所 

那覇市都市計画部都市計画課（新都心銘苅庁舎５階） 

 

 

 

 

 

 

那覇市告示第１２３号  

平成２０年１２月１２日  

掲 示 済  

 

建築基準法４２条第１項第４号の規定による道路の指定について（建築指導

課） 
下記路線を建築基準法４２条第１項第４号の規定による道路に指定する。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

 

記 

 

路 線 名 延 長 幅 員 区 間 

那覇広域都市計画道路３・１・３号 

南風原与那原バイパス 
６８ｍ ４２．９ｍ 別図参照 
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那覇市告示第１２９号  

平成２０年１２月２６日  

掲 示 済  

 

那覇市障害者福祉センター指定管理者の指定について（障害福祉課） 
 

那覇市障害者福祉センターの管理・運営を行わせる指定管理者の指定について、

地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき平成２０年１２月定例議会におい

て承認されましたので、次のとおり告示します。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

 

１ 管理を行わせる公の施設 

名 称  那覇市障害者福祉センター 

所在地  那覇市古島２丁目１４番地 

 

２ 指定管理者となる団体 

名 称  社団法人 那覇市身体障害者福祉協会 

所在地  那覇市古島２丁目１４番地４ 

代表者  高良幸勇 

 

３ 指定期間 平成２１年４月１日から平成２６年３月３１日まで 
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那覇市告示第１３４号  

平成２１年１月１６日  

 

市道路線の区域決定及び区域変更に関する告示（道路管理室） 
 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、市道路線

を次のとおり区域決定及び区域変更する。 

その関係図面は、告示の日から２週間那覇市建設管理部都市施設管理センター道

路管理室において、一般の縦覧に供する。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

 

１ 区域決定する路線 

整理 

番号 
路線名 区 間 延長m 幅員m 備考 

2072 安里牧志東線 
安里２丁目４６３番９ 

牧志３丁目３６１番１ 
291.5 

16.0～ 

19.7 
 

 

 

２ 区域変更する路線 

整理 

番号 
路線名 

新 

旧 
区 間 延長m 幅員m 備考 

新 
牧志３丁目272番５ 

牧志３丁目272番５ 
30.3 

29.5～ 

198.0 

 

613 牧志２３号 

旧 
牧志３丁目272番５ 

牧志３丁目272番５ 
30.3 

29.5～ 

35.0 
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那覇市告示第１３５号  

平成２１年１月１６日  

 

平成20年（2008年）12月那覇市議会定例会で議決された平成20年度那覇市土地

区画整理事業特別会計補正予算（第２号）の要領は次のとおりである。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

平成20年度那覇市土地区画整理事業特別会計補正予算（第２号）（区画整理

課） 

平成20年度那覇市の土地区画整理事業特別会計の補正予算（第２号）は、次に定

めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ9,700千円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ3,027,179千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

歳 入 

款 項 補正前の額 補正額 計 

 千円 

2,114,101 

千円 

△9,700 

千円 

2,104,401 

２真嘉比古島第二繰入 

金 
2,111,652 △9,967 2,101,685 

４繰入金 

３基金繰入金 1,014 267 1,281 

歳 入 合 計 3,036,879 △9,700 3,027,179 

 

歳 出 

款 項 補正前の額 補正額 計 

 千円 

3,011,893 

千円 

△9,700 

千円 

3,002,193 

４真嘉比古島第二土地 

区画整理費 
2,988,020 △9,967 2,978,053 

２土地区画整 

理事業費 

５小禄南土地区画整理 

費 
23,228 267 23,495 

歳 出 合 計 3,036,879 △9,700 3,027,179 
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那覇市告示第１３６号  

平成２１年１月１６日  

 

平成20年（2008年）12月那覇市議会定例会で議決された平成20年度那覇市市街

地再開発事業特別会計補正予算（第２号）の要領は、次のとおりである。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

平成20年度那覇市市街地再開発事業特別会計補正予算（第２号）（市街地整

備課） 

平成20年度那覇市の市街地再開発事業特別会計の補正予算（第２号）は、次に定

めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ265,436千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ3,467,260千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 既定の地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

歳 入 

款 項 補正前の額 補正額 計 

 
千円 

2,054,552 

千円 

212,000 

千円 

2,266,552 

１国庫支出金 

１国庫補助金 2,054,552 212,000 2,266,552 

 221,550 △1,000 220,550 ２繰入金 

１一般会計繰入金 221,550 △1,000 220,550 

 1 436 437 ３繰越金 

１繰越金 1 436 437 

 925,600 54,000 979,600 ５市債 

１市債 925,600 54,000 979,600 

歳 入 合 計 3,201,824 265,436 3,467,260 

 

歳 出 

款 項 補正前の額 補正額 計 

 千円 

3,196,158 

千円 

265,436 

千円 

3,461,594 １都市再開発 

事業費 
１都市再開発事業費 3,196,158 265,436 3,461,594 

歳 出 合 計 3,201,824 265,436 3,467,260 
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第２表 地方債補正 

変 更 

補 正 前 補 正 後 
起債 

の 

目的 限度額 

起債 

の 

方法 

利率 償還の方法 限度額 

起債 

の 

方法 

利率 

償還 

の 

方法 

 

１都市 

  再開 

  発事 

業 

 

  千円 

925,600 

 

 

普通 

貸借 

又は 

証券 

発行 

(登 

録公 

債） 

 年８％ 

以内(ただ

し、利率見

直し方式で

借り入れる

政府資金及

び公営企業

金融公庫資

金について

、利率の見

直しを行っ

た後におい

ては、当該

見直し後の

利率) 

 償還期間は、

据置期間を含

め３０年以内

とする。 

 償還方法は、

元利均等、元金

均等等による。 

 ただし、財政

の都合により、

据置期間中で

あっても繰上

償還し、償還年

限を変更し、又

は借り換える

ことができる。 

千円 

979,600 

 

 

  補正前に同じ 

計 925,600    979,600  

 

 

 

 

那覇市告示第１３７号  

平成２１年１月１６日  

 

平成20年（2008年）12月那覇市議会定例会で議決された平成20年度那覇市介護

保険事業特別会計補正予算（第２号）の要領は次のとおりである。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

平成20年度那覇市介護保険事業特別会計補正予算（第２号）（ちゃーがんじ

ゅう課） 
平成20年度那覇市の介護保険事業特別会計の補正予算（第２号）は、次に定める

ところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ6,798千円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ15,235,944千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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第１表 歳入歳出予算補正 

歳 入 

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計 

 千円 

2,522,717 

千円 

△6,798 

千円 

2,515,919 

７繰入金 

１他会計繰入金 2,299,157 △6,798 2,292,359 

歳 入 合 計 15,242,742 △6,798 15,235,944 

 

歳 出 

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計 

 千円 

507,834 

千円 

△6,798 

千円 

501,036 

１総務費 

１総務管理費 277,830 △6,798 271,032 

歳 出 合 計 15,242,742 △6,798 15,235,944 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

那覇市告示第１３８号  

平成２１年１月１６日  

 

平成20年(2008年)12月那覇市議会定例会で認定された平成19年度那覇市病院事

業会計決算の要領は次のとおりである。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  
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平成19年度那覇市病院事業会計決算報告書（健康推進課） 
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平成１９年度那覇市病院事業会計決算審査意見 

 

むすび 

 

当年度の病院事業は前年度と同じく27診療科（病床数470床）で運営され、入院

患者数は延べ15万 9,719人で前年度に比べ1,604人増加、外来患者数は延べ23万

2,042人で１万4,300人の減少となっている。 

病院事業の経営成績について前年度との比較損益計算書で見ると、総収益は

2,538 万 1,775 円の増収となったものの、総費用が２億 6,425 万 5,727 円増大した

ため、純損失が２億8,981万 5,637円となり、前年度の純損失5,094万 1,685円に

比べ２億3,887万 3,952円増加している。費用が増大した要因は、前年度購入した

新医療情報システム（電子カルテ）や放射線治療システム等の高額医療機器の減価

償却が当年度から発生したこと等により、減価償却費が前年度に比べ１億9,514万

5,830 円増加したことによるものであるが、当該減価償却費は次年度以降も継続し

て計上しなければならないことから、今後より一層の経費節減や収益の確保に努め

なければならない。 

次に病院事業の財政状態を比較貸借対照表で見ると、固定負債の退職給与引当金

を当年度において全額（４億6,273万 134円）取り崩しているが、これは地方独立

行政法人移行時の退職者増により、退職給与支給額が増大したことによるものであ

る。なお、当該退職給与金の未払金計上により流動負債が増加したため、流動比率

が302.2％と前年度より131.4ポイント減少し、酸性試験比率が295.5％と前年度よ

り 127.7 ポイント減少しているが、各理想比率（流動比率 200％以上、酸性試験比

率100％以上）を維持している。 

市立病院は新看護配置基準（７対１）の導入、ＤＰＣ（診断群分類別評価）の導

入に迅速かつ柔軟に対応するため、財務会計制度、人事制度等の見直しを行い、平

成20年４月１日より地方独立行政法人に移行した。 

今後は、同法人化により機動性・弾力性が向上することから、医師や看護師等の

医療スタッフの早期確保及び効率的かつ効果的な病院事業の運営を実施し、もって

市民の健康の維持及び増進に寄与するよう努められたい。 

なお業務の執行管理について、次のことに留意されたい。 

 

１ 自己負担分の未収金について 

患者にかかる自己負担分の未収金は、平成20年３月31日現在、３億569万4,684

円で現年度分が7,620万 4,981円、過年度分が２億2,948万 9,703円である。 

現年度分の未収金が前年度より5,040万 5,281円（39.81％）減少していること

については、高額療養費制度の現物給付化や出産育児一時金受取代理制度など活

用できる制度の患者や家族への説明と該当するケースについての手続き指導の徹

底により未収金の発生を抑えたことや、未収金となってからの電話や文書による

督促、訪問などを早期に行った結果によるものである。 

しかし、過年度分の未収金が多額であることから、今後も引き続き専門業者に

委託するなど早期回収に努力されたい。 

 

２ 医療機器の選定について 

那覇市立病院医療機器選定委員会要綱第３条（審議事項）では、取得見込価格
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500 万円以上で病院事業管理者が指定する医療機器の選定に当たっては、審議事

項とすると規定している。しかし、平成19年度に500万円以上の医療機器を８品

購入しているが同委員会が開催されていない。 

医療機器の購入は病院経営に重大な影響を及ぼすことから、同委員会要綱に基

づいた機種選定の際の手続きを遵守されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

公    告 
 

那覇市公告第１６８号  

平成２０年１２月９日  

掲 示 済  

 

宅地（保留地）の一般公開抽選処分について（区画整理課） 
 

宅地（保留地）を一般公開抽選により処分するので、那覇広域都市計画事業土地

区画整理事業の保留地処分に関する規則（昭和５７年那覇市規則第１０号）第２条

の規定に基づき、次の事項を公告します。 

 

那覇広域都市計画事業        

真嘉比古島第二土地区画整理事業   

施行者 那 覇 市         

代表者 那覇市長 翁 長 雄 志  

 

１ 宅地の位置、地積及び処分価格 

真嘉比古島第二地区（１画地） 

①４４街区５１画地 

面積１９６．９９㎡  価格￥３１，１２４，０００円 

②９５街区５画地 

面積１７４．９１㎡  価格￥２５，１８７，０００円 

 

２ 資格 

次の各号のいずれかに該当する者は、抽選に参加することができません。 

（１）未成年者、成年被後見人及び被保佐人並びに破産者で復権を得ない者。 

（２）保留地の抽選日において、本市内に居住する期間が３ヶ月未満の者。ただ

し、当該土地区画整理事業に係る権利者を除く。 

（３）過去１０年間に保留地を買い受けた者。 
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３ 抽選の日時及び場所 

（１）日時 平成２１年１月１４日（水）午後２時より 

（２）場所 区画整理課（旧真嘉比古島区画整理事務所） 

那覇市字真嘉比３４３－１３ 電話８６２－９１３７ 

 

４ 抽選参加申し込みの受付期間及び場所 

（１）日時 平成２０年１２月２２日（月）から平成２１年１月９日（金）まで 

（土・日・祝祭日除く、午前８時３０分～午後５時１５分） 

（２）場所 区画整理課 

那覇市字真嘉比３４３－１３ 電話８６２－９１３７ 

 

５ その他抽選に必要な事項 

（１）抽選参加の申し込みは、１世帯又は１法人につき１筆とします。 

（２）その他抽選に必要な書類は、区画整理課で配布します。 

 

※ なお、一般公開抽選に申し込みのない保留地が生じた場合は、「２ 資格」

の（２）、（３）に該当する方への処分も可とします。 
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那覇市公告第１７０号  

平成２０年１２月１０日  

掲 示 済  

 

那覇広域都市計画の変更（都市計画課） 
 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定において準用する同

法第19条第１項の規定により、都市計画を変更したいので、同法第21条第２項の

規定において準用する同法第17条第１項の規定により、次のとおり公告し、当該都

市計画の案を公衆の縦覧に供します。 

なお、当該都市計画の案について、縦覧期間満了の日までに那覇市に意見書を提

出することができます。 

 

那覇市                 

上記代表者 那覇市長 翁 長 雄 志  

 

１ 都市計画の種類 

（１）那覇広域都市計画公園 

（４・３・那４号 大石公園） 

（２）那覇広域都市計画道路 

（３・５・那１５号 牧志壺屋線） 

 

２ 都市計画を定める土地の区域（変更する部分） 

（１）那覇広域都市計画公園の変更（４・３・那４号 大石公園） 

那覇市識名１丁目の一部及び繁多川５丁目の一部 

（２）那覇広域都市計画道路の変更（３・５・那１５号 牧志壺屋線） 

那覇市牧志３丁目の一部及び壺屋１丁目の一部 

 

３ 都市計画の案の縦覧場所 

那覇市都市計画部都市計画課（新都心銘苅庁舎５階） 

 

４ 都市計画の縦覧期間 

平成20年 12月 10日（水）から平成20年 12月 24日（水）まで 

（土・日・祝日を除く、午前８時30分から午後５時15分まで） 

 

 

 

那覇市公告第１７３号  

平成２０年１２月１２日  

掲 示 済  
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都市計画の図書の写しの縦覧について（都市計画課） 

 

沖縄県知事から都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定にお

いて準用する同法第 20 条第１項の規定により都市計画変更図書の写しの送付を受

けたので、同法第21条第２項の規定において準用する同法第20条第２項及び同法

施行規則（昭和44年建設省令第49号）第12条の規定により、次のとおり当該図書

の写しを公衆の縦覧に供する。 

 

那 覇 市               

上記代表者 那覇市長 翁 長 雄 志  

 

都市計画の種類：那覇広域都市計画道路 
 
都市計画の名称：３・３・１０号 汀良翁長線 

 

縦 覧 場 所：那覇市都市計画部都市計画課（新都心銘苅庁舎５階） 

 

 

 

那覇市公告第１８３号  

平成２０年１２月２２日  

掲 示 済  

 

国場住宅地建築協定の認可及び縦覧について（建築指導課） 
 

建築基準法第７３条第1項の規定により、下記の建築協定を認可したので、同条

第２項の規定により公告する。また、同条第３項の規定によりその建築協定書を一

般の縦覧に供する。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

１ 認可番号         第 １ 号 

 

２ 認可年月日        平成２０年１２月２２日 

 

３ 建築協定の名称      国場住宅地建築協定 

 

４ 建築協定区域の地名地番  那覇市国場字国場前原３０３番１、３０８番 

 

５ 縦覧場所         那覇市 都市計画部 建築指導課 

那覇市銘苅２－３－１ 新都心銘苅庁舎 

ＴＥＬ（直）０９８－９５１－３２４４ 
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那覇市公告第１８７号  

平 成 ２ １ 年 １ 月 ５ 日  

掲 示 済  

 

制限付一般競争入札の実施について（新庁舎建設室） 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項及び那覇市仮庁舎賃貸借制

限付一般競争入札要領（以下「要領」という。）の規定に基づき、制限付一般競争入

札を実施する。よって、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」

という。）第167条の６、那覇市契約規則第13条及び要領第４条の規定に基づき、

次のとおり公告する。 

 

１ 入札に付する事項 

(1)事業名 那覇市仮庁舎賃貸借事業 

(2)場所 那覇市上之屋１丁目２－２ 

(3)事業の目的 
老朽化した那覇市役所本庁舎（所在地：那覇市泉崎１丁目

１番１号）を建て替えする間の仮移転のため 

(4)事業の方法 
発注者が提案する仮庁舎施設（プレハブ造建築物等）を受

注者が設置し、発注者がこれを借り受ける 

(5)業務の内容 
「物件説明書」に示す仮庁舎施設の設置、撤去、賃貸、維

持管理及びその他関連業務 

(6)仮庁舎及び付帯 

施設の引き渡し 
平成２１年８月３１日 

(7)予定価格 
629,828,000円（消費税、地方消費税その他の公租公課を含

む） 

(8)最低制限価格 設定しない 

(9)事業の基本条件 

 

①賃貸借期間 

賃貸借期間は、平成 21 年９月１日から平成 24年３月 31

日までとする。 

②期間満了後の処置 

受注者は、仮庁舎施設を解体・撤去し、原状回復をする。

解体・撤去及び原状回復にかかる費用は受注者負担とす

る。 

③仮庁舎施設の規模・内容 

別添「物件説明書」及び「設計図面」を参照のこと。 
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④磁気探査 

受注者は、仮庁舎設置部分の水平探査を実施すること。 

⑤所有関係 

仮庁舎施設の所有権は、受注者にあるものとする。 

⑥維持管理 

別添「物件説明書」を参照のこと。 

⑦前払金 

前払金の支払いはなし 

⑧賃借料の支払い 

契約額を賃貸借期間（31 ヶ月）で割った額の毎月均等払

いとし、当月の分を翌月の月末までに支払う。 

⑨公租公課について 

消費税、地方消費税を除くその他の公租公課については、

別添「物件説明書」を参照のこと。 

⑩手続き 

事業にあたっての官公庁その他への手続きと、これに要

する費用は受注者の負担とする。 

⑪安全対策等 

別添「物件説明書」を参照のこと。 

(10)敷地の概要 

①敷地面積   約１６，０００㎡ 

②土質の現況  土質調査報告書を新庁舎建設室に備え、 

閲覧に付す。 

(11)法的規制 

①用途地域   第１種中高層住居専用地域（受注者が要

確認） 

②建ぺい率   ６０％（受注者が要確認） 

③容積率    ２００％（受注者が要確認） 

④防火地区指定 なし（受注者が要確認） 

⑤地区計画   那覇新都心地区計画（受注者が要確認） 

⑥那覇市福祉のまちづくり条例（受注者が要確認） 

⑦沖縄県赤土等流失防止条例(受注者が要確認) 

※その他関係法令等 

(12)現場調整 

今回設置予定の仮庁舎は、一般事務所と異なり市民サービ

スの提供や行政運営又は市議会等、多様な機能が必要とさ

れている施設であることから、設置作業に着手した後にお

いても、発注者が必要と認める場合は、受注者は施設仕様

について協議に応じるものとする。 

(13)その他 

この公告に基づき仮庁舎の賃貸借に係る契約を締結した後

に、発注者及び受注者の責めに帰せざる事由により、この

公告に定める事項と異同が生じた場合で、発注者及び受注

者両者に不利益が生じないときは、発注者と受注者が協議

の上、仮庁舎の賃貸借に係る契約を変更することができる。 
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２ 入札参加資格要件 

※公告日から落札者決定日までの間、次に定める資格を全て満たすこと。 

１ 県内に本店、支店又は営業所を有する者であること。 

２ 
定款又は商業登記簿で不動産リース業又は不動産賃貸業を営んでいること

を定めている者であること。 

３ 

那覇市建設工事等競争入札参加資格に関する規程（1971 年那覇市訓令第 10

号）第 7 条に規定する建設業者格付名簿に建築業で登録しており、平成 19

年度・20年度格付け（建築）がＡランクの者であること。 

４ 施行令第167条の４の規定に該当しない者であること。 

５ 
那覇市建設工事指名業者選定委員会要綱（昭和57年助役決裁）第14条に基

づく指名停止の措置を受けていない者であること。 

６ 有効な経営事項審査を有している者であること。 

７ 

会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続き開

始の申立て又は民事再生法(平成11年法律第225号)第21条の規定に基づく

再生手続き開始の申立てがなされていない者であること。 

８ 

経営状態が著しく不健全であると市長が認める者に該当しない者であるこ

と。（公告日の３月前から落札決定日までの間に不渡り等を生じていないも

のであること。） 

９ 

警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者等及びこれに準

じる者として、公共工事からの排除の要請があり、当該状態が継続している

として不適当であると市長が認める者に該当しない者であること。 

10 
建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）の規定に準じて監理技術者又は主任技

術者等を専任で配置できる者であること。 

 

３ 設計図書について     ※本市が無償で提供する。 

提供期間 平成21年１月５日（月）～21年１月22日（木） 

提供方法 
那覇市ホームページによりＰＤＦファイルにて提供 

（■要領・様式等－番号２・３） 

 

４ 設計図書等に対する質問及び回答 

質問期間 平成21年１月８日（木）９時～21年１月14日（水）17時 

質問方法 

質疑応答書（■要領・様式等－番号4）をE-mailで送付すること。 

提出先 新庁舎建設室 

E-mail：m-new001@neo.city.naha.okinawa.jp 

回答 
平成 21年１月 16日（金）17 時 15 分までに那覇市ホームページに

掲載 
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５ 入札書等の提出方法 

入札方法 

郵便入札により行う。 

※配達日指定、配達証明、一般書留のすべてを郵便局で申し出るこ

と。 

提出書類 
ア 入札書・・・（■要領・様式等－番号５） 

イ 賃貸料等内訳書・・・（■要領・様式等－番号６） 

封筒 

封筒作成例（■要領・様式等－番号７）参照 

開札日時・対象事業名・業者の名称・電話番号・ＦＡＸ番号・ 

担当者名を記載 

配達指定日 平成21年１月22日（木）←必ずこの日を指定してください。 

宛先 

〒900-8585 

那覇市泉崎１丁目１番１号 

那覇市総務部 新庁舎建設室 

※配達指定日以外の日に届いた入札書等は受理しないものとする。 

 

６ 入札書の不受理・無効 

那覇市仮庁舎賃貸借制限付一般競争入札心得（以下「心得」）（■要領・様式等－

番号８）第14条・15条参照。 

 

７ 入札参加者がいない場合の取扱い 

心得 第18条第２項参照。 

 

８ 開札 

開札期日 平成21年１月26日（月）10時 

開札場所 厚生経済委員会室（市役所本庁３階） 

 

９ 入札資格審査書類の提出 

開札後、落札候補者は、下記の入札資格審査書類を提出すること。 

ア 入札参加資格審査申請書・・・（■要領・様式等－番号11） 

イ 最新の経営事項審査結果通知書の写し 

ウ 定款又は商業登記簿（不動産リース業又は不動産賃貸業を営ん

でいることの記載があるもの）の写し 

エ 建設業許可証明書又は建設業の許可の写し 

提出書類 

オ 専任配置予定技術者・・・（■要領・様式等－番号12） 

 

10 落札者の決定、入札参加資格要件の審査 

開札後、提出書類の事後審査により後日決定する。 

落札者決定予定日 平成21年１月29日（木） 

心得 第７・８・９・10・11・12・13条参照。 
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11 入札保証金、契約保証金 

入札保証金 

見積もった契約金額の 100 分の５以上。ただし、那覇市契約規則

第12条第１項第１号又は同項第２号に該当するときは、その全部

を免除する。入札保証金は小切手で納めるものとし、開札終了後

返還する。ただし、落札候補者に対しては契約締結後返還する。

入札保証金には利子を付さない。なお、那覇市契約規則第12条第

１項第２号の適用を受けようとする者は、それを証明する書類の

写し（契約書、設置確認済証等）を平成 21 年１月 22 日（木）ま

でに新庁舎建設室へ郵送にて提出すること。 

契約保証金 

免除する。ただし、契約の相手方が正当な理由なく契約を履行し

ないときは、見積もった契約金額の100分の10に相当する金額を

違約金として納付しなければならない。 

 

12 その他必要な事項 

(1) 提出された関係書類は返却しない。 

(2) 

台風等により路線バスの運行が停止となった場合、開札の２時間前までに

バスの運行が開始されなければ、開札等は延期となる。延期後の日時は、

那覇市ホームページで掲載する。 

 

13 問い合わせ先 

この公告・那覇市役所ホームページ・入札・開札・契約に関すること 

那覇市役所 総務部 新庁舎建設室 担当者：西原 浩也 

電話番号 862-4260 ＦＡＸ番号 862-4263 

 

14 ■要領・様式等の確認方法 

那覇市公式ホームページ → 那覇市仮庁舎賃貸借制限付一般競争入札 → 要領・ 

様式等 

 

 

 

上下水道局規程 

 
那覇市上下水道局規程第１６号  

平成２０年１２月２５日  

公 布 済  

 

那覇市上下水道局非常勤職員の報酬に関する規程の一部を改正する規程をここに

公布する。 

 

那覇市上下水道事業管理者   

上下水道局長 松 本  親  
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那覇市上下水道局非常勤職員の報酬に関する規程の一部を改正する規程 
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上下水道局告示 
 
 

那覇市上下水道局告示第３４号  

平 成 ２ ０ 年 １ ２ 月 ８ 日  

掲 示 済  

 

 

平成２０年１２月那覇市議会定例会で認定された平成１９年度那覇市水道事業会

計決算の要領は、次のとおりである。 

 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  
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平成19年度那覇市水道事業会計決算報告書 
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平成１９年度那覇市水道事業会計決算審査意見 

 

むすび 

平成 19 年度の水事情は、国県管理ダムの貯水率約 80％以上を維持し、平成６年

３月２日以降、引き続き安定した給水がなされた。 
業務状況は、給水人口31万 2,188人、給水戸数14万 6,870戸で前年度に比べ226

人（0.1%）減少し、1,462 戸(1.0%)増加している。また、年間総配水量は 3,930 万

6,362㎥で、前年度に比べ47万 7,169㎥（1.2%）減少している。これは、ホテルの

海水淡水化施設稼動による減少、市民の節水意識の向上や節水器具の普及等による

ものではないかと推測される。 

損益収支については、総事業収益が 83 億 4,930 万 643 円で前年度に比べ 7,078

万 8,705円（0.9%）増加している。これは給水収益や下水道工事に伴う配水管移設

工事等の補償金が減少したものの、主に一般管理費に係る負担金等のその他営業収

益、受取利息及び土地物件収益による営業外収益が増加したことによるものである。 

水道料金未収金の収納向上について常に努力されているが、未収額は13億 9,100

万 607 円（内訳：現年度分 13億 4,989 万 1,681 円、過年度分 4,110 万 8,926 円）

で、前年度より284万 439円減少したとはいえ多額である。 

総事業費用は、76億5,782万4,917円で前年度に比べ２億6,047万7,976円（3.3%）

減少している。これは減価償却費、資産減耗費等が増加したものの、配水費、その

他特別損失及び支払利息等が減少したことによるものである。この結果、当年度純

利益は、６億9,147万 5,726円で前年度に比べ３億3,126万 6,681円（92.0%）の

増加となっている。 

財務比率について前年度と比較してみると、流動比率や当座比率（＝酸性試験比

率）が減少しているが、十分な高率を維持しており企業としての支払能力は高く保

たれている。 

労働生産性の推移を見ると、職員一人当たりの給水人口、有収水量、営業収益と

もに上昇を続けており、経営の効率化が結果として数値に表れているものと思われ

る。 

以上のことから経営健全のために経営努力を続けていることが伺えるが、今後と

も、経営の根幹である水道料金の徴収に万全を期すとともに経営の合理化と運営の

効率化に努め、長期的な経営の安定が確保されるよう望むものである。 

なお、業務の執行について、次のことに留意されたい。 

 

１ 未収金について 

過年度未収金は、4,110万 8,926円で前年度より385万 4,327円（9.4％）減少

し、徴収努力がみられる。 

未収金の徴収については、勤務時間の割振りを行い夜間及び休日、週休日に督

促・徴収するとともに、滞納整理月間を実施する等の他、組織体制を強化し徴収

率向上に、なお一層努力されたい。 

 

２ 水道料金の納付方法について 

水道料金の納付状況については、調定件数111万 2,293件のうち、口座振替制

86万 9,517 件、自主納付制が24万 2,776 件である。これを前年度と比較すると

口座振替制が 1.2％減少し、自主納付制での納付が増加している。これは、コン
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ビニエンスストアでの納付が可能となり、市民にとって利便性が向上したためと

のことだが、水道事業の負担の少ない口座振替制の周知になお一層努力されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

那覇市上下水道局告示第３５号  

平 成 ２ ０ 年 １ ２ 月 ８ 日  

掲 示 済  

 

 

平成２０年１２月那覇市議会定例会で認定された平成１９年度那覇市下水道事業

会計決算の要領は、次のとおりである。 

 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  
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平成19年度那覇市下水道事業会計決算報告書 
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平成１９年度那覇市下水道事業会計決算審査意見 

 

むすび 

業務量については、使用戸数13万2,926戸、年間総排水量は3,488万 1,861㎥及

び年間総有収水量は3,488万 1,808㎥で、有収率は99.99％となっている。 

経営状況を損益収支でみると、総事業収益は38億 3,772万 5,332円で、前年度に

比べ 1,768 万 4,286 円（0.5％）減少している。これは営業収益で 813 万 1,856 円

（0.2％）増加しているものの、営業外収益で2,277万 8,288円（4.1％）、特別利益

で303万 7,854円（91.0％）減少したことによるものである。 

一方、総事業費用は 36 億 6,183 万 4,721 円で、前年度に比べ 2,379 万 5,126 円

（0.7％）増加している。これは、営業外費用で4,170万 8,935円（5.6％）、特別損

失で224万 6,998円（37.6％）減少したものの、営業費用で6,775万 1,059円（2.3％）

増加したことによるものである。その結果、平成 19 年度の純利益は、１億 7,589

万 611円で前年度に比べ4,147万 9,412円（19.1％）の減少となっている。 

財務分析の結果は、経営成績の指標である総収益対総費用関係で示した収支比率

は 104.8％で前年度の 106.0％に比べ 1.2 ポイント減少し、損益収支は黒字基調で

推移している。一般に 200％以上が望ましいとされている短期債務に対する企業の

支払い能力を示す流動比率は267.6％で前年度の235.9％に比べ31.7ポイント増加

している。当座資産によってみる当座比率（酸性試験比率）は、243.5％で前年度

の212.0％に比べ31.5ポイント増加している。 

総資本（資本・負債）の中に占める自己資本の割合を示し、大きいほど健全であ

るとされ、資本構成の安定度を示す自己資本構成比率は 64.7％で前年度の 63.6％

に比べ1.1ポイント増加している。固定資産がどの程度、自己資本でまかなわれて

いるかを見る比率で、一般には 100％以下が望ましいとされている固定比率は

147.6％で前年度の150.8％に比べ3.2ポイント減少している。 

労働生産性の推移を見ると、職員一人当たりの有水量及び営業収益ともに上昇し

ている。 

下水道事業は、衛生的で快適な生活の確保・維持、降雨による浸水被害等の防除、

公共用水域の水質の保全といった都市基盤における極めて重要な役割を担っている。 

今後とも中長期的な視点に立ち、将来を見通した適正な事業執行に留意し、より

一層効率的・効果的な事業運営に努力され、公共の福祉の増進と市民サービスの向

上に努めるよう望むものである。 

なお、業務の執行について、次のことに留意されたい。 

 

水洗便所改造等資金貸付金未収金について 

水洗便所改造等資金貸付金の滞納額は、342万5,644円である。その内、昭和50

年度から平成６年度までの滞納額が334万 8,144円となっている。 

滞納繰越分は年度が経過するにしたがって、徴収が困難となってくることから、

実態把握の上、未収金の収納向上に努められたい。 

また、昭和50年度から平成６年度までの滞納者27名の滞納理由は、居所不明12

人、死亡５人、生活苦７人、その他３人となっている。未収金の回収にあたっては、

民法上の貸付金の時効は10年となっていることから時効到来や本人死亡、その他の

原因によって回収不能と判断される滞納者については、実態把握の上、不納欠損の

手続き等も含め検討されたい。 
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教育委員会規則 
 

 

那覇市教育委員会規則第２１号  

平 成 ２ ０ 年 １ ２ 月 ５ 日  

公 布 済  

 

 

那覇市立壺屋焼物博物館協議会規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

 

那覇市教育委員会     

委員長 西 原 篤 一  
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那覇市立壺屋焼物博物館協議会規則の一部を改正する規則 
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教育委員会訓令 
 

 

那覇市教育委員会訓令第３号  

平成２０年１２月２４日  

施 行 済  

 

 

那覇市立学校職員服務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

 

 

那覇市教育委員会     

委員長 西 原 篤 一  
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那覇市立学校職員服務規程の一部を改正する訓令 

 



      那 覇 市 公 報    第１４９５号   2009（平成21）年１月16日 

 1099 

 

 

 



      那 覇 市 公 報    第１４９５号   2009（平成21）年１月16日 

 1100 

 

 

 



      那 覇 市 公 報    第１４９５号   2009（平成21）年１月16日 

 1101 

 

 

 



      那 覇 市 公 報    第１４９５号   2009（平成21）年１月16日 

 1102 

 

 

 



      那 覇 市 公 報    第１４９５号   2009（平成21）年１月16日 

 1103 

 

 

 



      那 覇 市 公 報    第１４９５号   2009（平成21）年１月16日 

 1104 

 

 

 



      那 覇 市 公 報    第１４９５号   2009（平成21）年１月16日 

 1105 

 

 

 



      那 覇 市 公 報    第１４９５号   2009（平成21）年１月16日 

 1106 

 

 

 



      那 覇 市 公 報    第１４９５号   2009（平成21）年１月16日 

 1107 

 

 

 



      那 覇 市 公 報    第１４９５号   2009（平成21）年１月16日 

 1108 

 

 

 



      那 覇 市 公 報    第１４９５号   2009（平成21）年１月16日 

 1109 

 

 

 



      那 覇 市 公 報    第１４９５号   2009（平成21）年１月16日 

 1110 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



      那 覇 市 公 報    第１４９５号   2009（平成21）年１月16日 

 1111 

 

 

那覇市教育委員会訓令第４号  

平成２０年１２月２４日  

施 行 済  

 

 

那覇市立幼稚園職員服務規程を次のように定める。 

 

 

那覇市教育委員会     

委員長 西 原 篤 一  

 

那覇市立幼稚園職員服務規程 
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那覇市教育委員会訓令第５号  

平成２０年１２月２４日  

施 行 済  

 

 

那覇市教育委員会職員被服貸与規程を廃止する訓令を次のように定める。 

 

 

那覇市教育委員会     

委員長 西 原 篤 一  

 

那覇市教育委員会職員被服貸与規程を廃止する訓令 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育委員会教育長訓令 
 

那覇市教育委員会教育長訓令第１１号  

平成２０年１２月２４日  

施 行 済  

 

 

那覇市教育委員会職員被服貸与規程を次のように定める。 

 

 

那覇市教育委員会     

教育長 桃 原 致 上  
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那覇市教育委員会職員被服貸与規程 
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選挙管理委員会告示 
 

那覇市選挙管理委員会告示第６６号  

平 成 ２ １ 年 １ 月 １ ６ 日  

 
公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書の要旨の公表について 

 
公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１９２条第１項の規定により、平成

２０年１１月１６日執行の那覇市長選挙及び那覇市議会議員補欠選挙における各候

補者の選挙運動に関する収支報告書の要旨を次のとおり公表する。 

 
那覇市選挙管理委員会     

委員長 瀬 良 垣 武 安  

 

１ 選挙の種類 平成２０年１１月１６日執行 那覇市長選挙 

（１）公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出金額の制限額 

１８，６００，０００円 

 

（２）報告書の要旨 

候補者氏名 翁長 雄志 所属党派 無所属 

出納責任者 仲里 正義 

期間 

10月16日から

11月25日まで 

第１回分 

収  入 支  出 

主たる寄附 

（氏名・団体名）
職 業 金額（円） 費 目 金 額 

自由民主党 政  党 300,000 人件費 677,000 

家屋費 447,000 

通信費 13,170 

風格ある県都

那覇市をつく

る市民の会 

政治団体 1,252,000 

交通費 1,920 

   印刷費 324,200 

   広告費 194,150 

   文具費 0 

   食糧費 26,700 

   休泊費 0 

   雑費 108,000 

今回計 1,552,000 今回計 1,792,140 

前回計 0 前回計 0 

総 計 1,552,000 総計 1,792,140 
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項    目 金  額 

選挙運動用通常葉書の作成  

ビラの作成  

ポスターの作成 252,058 

選挙事務所の立札及び看板の類の作成  

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成  

個人演説会の立札及び看板の類の作成  

支出のうち公費 

負担相当額 

計 252,058 

報告書受理年月日 平成２０年１１月２５日 第１回報告分 

備考 支出額が収入額を超えたのは、支出額にポスター印刷代（公費負担分） 

252,058円を計上したため。 

 

 

 

候補者氏名 平良 長政 所属党派 無所属 

出納責任者 志喜屋 盛隆 

期間 

10月15日から 

12月 1日まで 

第１回分 

収  入 支  出 

主たる寄附 

（氏名・団体名）
職 業 金額（円） 費 目 金 額 

民主党沖縄県 

総支部連合会 
政治団体 500,000 人件費 665,000 

真栄里泰山 自営業 50,000 家屋費 822,277 

崎浜秀俊 無 職 10,000 通信費 89,819 

宮里 勇 無 職 10,000 交通費 7,575 

知花幸子 無 職 10,000 印刷費 168,550 

金城盛雄 自営業 30,000 広告費 432,800 

知念 孝 無 職 10,000 文具費 64,312 

金城 豊 無 職 10,000 食糧費 60,400 

當山 弘 無 職 50,000 休泊費 0 

金城義雄 無 職 20,000 雑費 117,503 

その他の寄付 

(16件) 
 74,000   

その他の収入 

(自己資金) 
 1,577,036   

今回計 2,351,036 今回計 2,428,236 

前回計 0 前回計 0 

総 計 2,351,036 総計 2,428,236 
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項    目 金  額 

選挙運動用通常葉書の作成  

ビラの作成  

ポスターの作成 77,200 

選挙事務所の立札及び看板の類の作成  

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成  

個人演説会の立札及び看板の類の作成  

支出のうち公費 

負担相当額 

計 77,200 

報告書受理年月日 平成２０年１１月２８日 第１回報告分 

備考 支出額が収入額を超えたのは、支出額にポスター印刷代（公費負担分） 

77,200円を計上したため。 

 

 

候補者氏名 屋良 朝助 所属党派 かりゆしクラブ 

出納責任者 屋良 朝助 

期間 

10月15日から

11月26日まで 

第１回分 

収  入 支  出 

主たる寄附 

（氏名・団体名）
職 業 金額（円） 費 目 金 額 

その他の収入 

(自己資金) 
 1,523,847 人件費 70,000 

   家屋費 110,000 

   通信費 12,000 

   交通費 2,477 

   印刷費 504,000 

   広告費 814,325 

   文具費 1,632 

   食糧費 6,493 

   休泊費 0 

   雑費 2,920 

今回計 1,523,847 今回計 1,523,847 

前回計 0 前回計 0 

総 計 1,523,847 総計 1,523,847 

項    目 金  額 

選挙運動用通常葉書の作成  

ビラの作成  

ポスターの作成 0 

選挙事務所の立札及び看板の類の作成  

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成  

個人演説会の立札及び看板の類の作成  

支出のうち公費 

負担相当額 

計 0 
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報告書受理年月日 平成２０年１１月２６日 第１回報告分 

備考 支出のうち公費負担相当額のポスター作成費用額が０円となっているのは、

法第93条の規定による供託金没収により公費負担しなかったため。 

 

 

 

２ 選挙の種類 平成２０年１１月１６日執行 那覇市議会議員補欠選挙 

（１）公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出金額の制限額 

４，９８６，７００円 

 

（２）報告書の要旨 

候補者氏名 伊波 秀輝 所属党派 沖縄社会大衆党 

出納責任者 伊波 秀輝 

期間 

10月24日から

12月 1日まで 

第１回分 

収  入 支  出 

主たる寄附 

（氏名・団体名） 
職 業 金額（円） 費 目 金 額 

沖縄社会大衆党 政  党 100,000 人件費 368,400 

平良次郎 無 職 20,000 家屋費 100,000 

平良幸喜 無 職 30,000 通信費 40,373 

島袋宗康 無 職 20,000 交通費 4,500 

その他の寄付 

(27件) 
 153,000 印刷費 468,300 

その他の収入

（自己資金） 
 500,000 広告費 89,250 

   文具費 2,940 

   食糧費 29,464 

   休泊費 0 

   雑費 2,813 

今回計 823,000 今回計 1,106,040 

前回計 0 前回計 0 

総 計 823,000 総計 1,106,040 

項    目 金  額 

選挙運動用通常葉書の作成  

ビラの作成  

ポスターの作成 399,000 

選挙事務所の立札及び看板の類の作成  

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成  

個人演説会の立札及び看板の類の作成  

支出のうち公費 

負担相当額 

計 399,000 

報告書受理年月日 平成２０年１２月１日 第１回報告分 

備考 支出額が収入額を超えたのは、支出額にポスター印刷代（公費負担分） 

399,000円を計上したため。 
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候補者氏名 内間 徹 所属党派 無所属 

出納責任者 内間 徹 

期間 

10月15日から 

11月26日まで 

第１回分 

収 入 支 出 

主たる寄附 

（氏名・団体名）
職 業 金額（円） 費 目 金 額 

その他の収入 

(自己資金) 
 156,638 人件費 0 

   家屋費 0 

   通信費 0 

   交通費 0 

   印刷費 75,000 

   広告費 30,000 

   文具費 39,038 

   食糧費 0 

   休泊費 0 

   雑費 12,600 

今回計 156,638 今回計 156,638 

前回計 0 前回計 0 

総計 156,638 総計 156,638 

項    目 金  額 

選挙運動用通常葉書の作成  

ビラの作成  

ポスターの作成 75,000 

選挙事務所の立札及び看板の類の作成  

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成  

個人演説会の立札及び看板の類の作成  

支出のうち公費 

負担相当額 

計 75,000 

報告書受理年月日 平成２０年１１月２6日 第１回報告分 

 

 

 

候補者氏名 亀島 賢二郎 所属党派 自由民主党 

出納責任者 鎮西 謙光 

期間 

9月 5日から 

11月28日まで 

第１回分 

収 入 支 出 

主たる寄附 

（氏名・団体名）
職 業 金額（円） 費 目 金 額 

自由民主党沖縄

県支部連合 
政治団体 50,000 人件費 240,000 

国場幸之助後援

会 
政治団体 100,000 家屋費 210,000 



      那 覇 市 公 報    第１４９５号   2009（平成21）年１月16日 

 1121 

自由民主党沖縄

県第四選挙区支

部 

政治団体 20,000 通信費 0 

その他の収入

（自己資金） 
 800,000 交通費 1,600 

   印刷費 461,950 

   広告費 193,128 

   文具費 31,647 

   食糧費 39,838 

   休泊費 0 

   雑費 110,087 

今回計 970,000 今回計 1,288,250 

前回計 0 前回計 0 

総計 970,000 総計 1,288,250 

項    目 金  額 

選挙運動用通常葉書の作成  

ビラの作成  

ポスターの作成 386,000 

選挙事務所の立札及び看板の類の作成  

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成  

個人演説会の立札及び看板の類の作成  

支出のうち公費 

負担相ひ当額 

計 386,000 

報告書受理年月日 平成２０年１１月２８日 第１回報告分 

備考 支出額が収入額を超えたのは、支出額にポスター印刷代（公費負担分） 

386,000円を計上したため。 

 

 

 

候補者氏名 清水 磨男 所属党派 民主党 

出納責任者 伊藤 純也 

期間 

10月20日から

12月 1日まで 

第１回分 

収  入 支  出 

主たる寄附 

（氏名・団体名）
職 業 金額（円） 費 目 金 額 

清水マオ後援会 政治団体 110,000 人件費 65,000 

又吉健太郎 浦添市議会議員 50,000 家屋費 160,000 

民主党沖縄県

総支部連合会 
政治団体 300,000 通信費 1,890 

   交通費 18,174 

   印刷費 464,896 

   広告費 93,765 

   文具費 1,520 
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   食糧費 10,693 

   休泊費 0 

   雑費 33,077 

今回計 460,000 今回計 849,015 

前回計 0 前回計 0 

総 計 460,000 総計 849,015 

項    目 金  額 

選挙運動用通常葉書の作成  

ビラの作成  

ポスターの作成 399,896 

選挙事務所の立札及び看板の類の作成  

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成  

個人演説会の立札及び看板の類の作成  

支出のうち公費 

負担相当額 

計 399,896 

報告書受理年月日 平成２０年１２月１日 第１回報告分 

備考 支出額が収入額を超えたのは、支出額にポスター印刷代（公費負担分） 

399,896円を計上したため。 

 

 

 

候補者氏名 下地 恒輝 所属党派 無所属 

出納責任者 銘苅 徳人 

期間 

8 月 23 日から

11月28日まで 

第１回分 

収  入 支  出 

主たる寄附 

（氏名・団体名）
職 業 金額（円） 費 目 金 額 

その他の収入 

（自己資金） 
 517,069 人件費 197,000 

   家屋費 90,000 

   通信費 60,020 

   交通費 25,794 

   印刷費 488,400 

   広告費 9,450 

   文具費 7,006 

   食糧費 2,450 

   休泊費 0 

   雑費 4,060 

今回計 517,069 今回計 884,180 

前回計 0 前回計 0 

総 計 517,069 総計 884,180 

項    目 金  額 
 

選挙運動用通常葉書の作成  
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ビラの作成  

ポスターの作成 461,656 

選挙事務所の立札及び看板の類の作成  

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成  

個人演説会の立札及び看板の類の作成  

 

支出のうち公費 

負担相当額 

計 461,656 

報告書受理年月日 平成２０年１１月２８日 第１回報告分 

備考 支出額が収入額を超えたのは、支出額にポスター印刷代（公費負担分） 

461,656円を計上したため。 

 

 

 

候補者氏名 仲松 寛 所属党派 無所属 

出納責任者 仲本 政光 

期間 

10月 1日から 

12月 1日まで 

第１回分 

収 入 支 出 

主たる寄附 

（氏名・団体名）
職 業 金額（円） 費 目 金 額 

その他の収入 

（自己資金） 
 1,500,000 人件費 480,000 

   家屋費 100,000 

   通信費 0 

   交通費 6,000 

   印刷費 576,076 

   広告費 151,725 

   文具費 10,915 

   食糧費 0 

   休泊費 29,880 

   雑費 42,000 

今回計 1,500,000 今回計 1,396,596 

前回計 0 前回計 0 

総計 1,500,000 総計 1,396,596 

項    目 金  額 

選挙運動用通常葉書の作成  

ビラの作成  

ポスターの作成 450,076 

選挙事務所の立札及び看板の類の作成  

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成  

個人演説会の立札及び看板の類の作成  

支出のうち公費 

負担相当額 

計 450,076 

報告書受理年月日 平成２０年１２月１日 第１回報告分 
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候補者氏名 比屋根 米子 所属党派 無所属 

出納責任者 比屋根 勉 

期間 

10月 1日から 

12月 1日まで 

第１回分 

収 入 支 出 

主たる寄附 

（氏名・団体名）
職 業 金額（円） 費 目 金 額 

その他の収入 

（自己資金） 
 3,000,000 人件費 891,305 

その他の寄付 

（44件) 
 430,000 家屋費 338,750 

   通信費 73,250 

   交通費 34,828 

   印刷費 492,700 

   広告費 440,790 

   文具費 111,813 

   食糧費 91,942 

   休泊費 0 

   雑費 178,520 

今回計 3,430,000 今回計 2,653,898 

前回計 0 前回計 0 

総計 3,430,000 総計 2,653,898 

項    目 金  額 

選挙運動用通常葉書の作成  

ビラの作成  

ポスターの作成 366,700 

選挙事務所の立札及び看板の類の作成  

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成  

個人演説会の立札及び看板の類の作成  

支出のうち公費 

負担相当額 

計 366,700 

報告書受理年月日 平成２０年１２月１日 第１回報告分 

 

 

 

候補者氏名 前田 千尋 所属党派 日本共産党 

出納責任者 宜保 道之 

期間 

10月 3日から 

12月 1日まで 

第１回分 

収 入 支 出 

主たる寄附 

（氏名・団体名）
職 業 金額（円） 費 目 金 額 

島袋 隆 医 師 20,000 人件費 385,000 

橋本正道 無 職 10,000 家屋費 102,000 
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宮城生愼 無 職 20,000 通信費 0 

山川完治 無 職 10,000 交通費 0 

比嘉恒雄 無 職 30,000 印刷費 451,710 

宮里正秋 無 職 20,000 広告費 52,500 

外間 豊 無 職 15,000 文具費 26,250 

池原利江子 無 職 10,000 食糧費 0 

宜保道之 無 職 50,000 休泊費 0 

浦崎直定 無 職 30,000 雑費 0 

阿波根昌秀 弁護士 30,000   

新垣繁信 医 師 20,000   

真境名元盛 無 職 20,000   

その他の寄附 

（123件） 
 333,100   

その他の収入 

（自己資金） 
 450,000   

今回計 1,068,100 今回計 1,017,460 

前回計 0 前回計 0 

総計 1,068,100 総計 1,017,460 

項    目 金  額 

選挙運動用通常葉書の作成  

ビラの作成  

ポスターの作成 364,770 

選挙事務所の立札及び看板の類の作成  

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成  

個人演説会の立札及び看板の類の作成  

支出のうち公費 

負担相当額 

計 364,770 

報告書受理年月日 平成２０年１２月1日 第１回報告分 

 

 

 

候補者氏名 宮平 のり子 所属党派 社会民主党 

出納責任者 宮平 のり子 

期間 

10月13日から 

12月 1日まで 

第１回分 

収 入 支 出 

主たる寄附 

（氏名・団体名） 
職 業 金額（円） 費 目 金 額 

社会民主党 政  党 300,000 人件費 385,000 

吉田勝彦 無 職 20,000 家屋費 115,400 

仲宗根悟 無 職 10,000 通信費 21,517 

古堅和子 無 職 10,000 交通費 0 

その他の寄附 

（8件） 
 22,000 印刷費 334,110 
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その他の収入 

（自己資金） 
 520,216 広告費 165,900 

   文具費 14,700 

   食糧費 84,000 

   休泊費 0 

   雑費 45,299 

今回計 882,216 今回計 1,165,926 

前回計 0 前回計 0 

総計 882,216 総計 1,165,926 

項    目 金  額 

選挙運動用通常葉書の作成  

ビラの作成  

ポスターの作成 283,710 

選挙事務所の立札及び看板の類の作成  

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成  

個人演説会の立札及び看板の類の作成  

支出のうち公費 

負担相当額 

計 283,710 

報告書受理年月日 平成２０年１２月1日 第１回報告分 

備考 支出額が収入額を超えたのは、支出額にポスター印刷代（公費負担分） 

283,710円を計上したため。 
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